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附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
法
律
は
、公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
六
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
こ
の
法
律
の
失
効
）

２

こ
の
法
律
は
、
令
和
十
三
年
三
月
三
十
一
日
限
り
、
そ
の
効
力
を
失
う
。

（
検
討
）

３

防
災
重
点
農
業
用
た
め
池
に
係
る
防
災
工
事
等
の
推
進
の
在
り
方
に
つ
い
て
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
五
年
を
目

途
と
し
て
、
そ
の
施
行
の
状
況
等
を
勘
案
し
て
検
討
が
加
え
ら
れ
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
が
講
ぜ
ら

れ
る
も
の
と
す
る
。

農
林
水
産
大
臣

江
藤

拓

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

第
二
十
四
条
第
一
項
中
「
同
項
第
九
号
」
を
「
同
項
第
七
号
」
に
、「
第
十
三
号
」
を
「
第
十
一
号
」に
、「
第
十
一
号
」

を
「
第
九
号
」
に
改
め
、
第
三
号
及
び
第
四
号
を
削
り
、
第
五
号
を
第
三
号
と
し
、
第
六
号
を
第
四
号
と
し
、
第
七
号

を
第
五
号
と
し
、
同
条
第
二
項
中
「
同
項
第
四
号
か
ら
第
七
号
ま
で
」
を
「
同
項
第
三
号
か
ら
第
五
号
ま
で
」
に
、

「
、
特
定
支
援
及
び
特
定
信
託
引
受
け
」
を
「
及
び
特
定
支
援
」
に
改
め
る
。

第
二
十
五
条
第
八
項
及
び
第
三
十
二
条
の
二
第
七
項
中
「
平
成
三
十
三
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
八
年
三
月
三

十
一
日
」
に
改
め
る
。

第
三
十
二
条
の
九
及
び
第
三
十
二
条
の
十
を
削
る
。

第
三
十
二
条
の
十
一
第
一
項
中
「
、
特
定
事
業
再
生
支
援
会
社
」
を
削
り
、
同
条
を
第
三
十
二
条
の
九
と
す
る
。

株
式
会
社
地
域
経
済
活
性
化
支
援
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
二
年
六
月
十
九
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

法
律
第
五
十
七
号

株
式
会
社
地
域
経
済
活
性
化
支
援
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

株
式
会
社
地
域
経
済
活
性
化
支
援
機
構
法
（
平
成
二
十
一
年
法
律
第
六
十
三
号
）の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
六
条
第
一
項
第
八
号
中
「
第
三
十
二
条
の
十
二
第
三
項
」
を
「
第
三
十
二
条
の
十
第
三
項
」
に
改
め
、
同
項
第

九
号
中
「
第
二
十
二
条
第
一
項
第
七
号
」
を
「
第
二
十
二
条
第
一
項
第
五
号
」
に
改
め
る
。

第
二
十
二
条
第
一
項
第
二
号
ハ
中
「
第
十
号
」
を
「
第
八
号
」
に
改
め
、
同
項
第
四
号
及
び
第
五
号
を
削
り
、
同
項

第
六
号
中
「
第
三
十
三
条
第
二
項
第
三
号
」
を
「
第
三
十
三
条
第
二
項
第
二
号
」
に
、「
第
三
十
二
条
の
十
一
第
一
項
」

を
「
第
三
十
二
条
の
九
第
一
項
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
四
号
と
し
、
同
項
第
七
号
中
「
第
三
十
二
条
の
十
二
第
四

項
」
を
「
第
三
十
二
条
の
十
第
四
項
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
五
号
と
し
、
同
項
第
八
号
を
同
項
第
六
号
と
し
、
同

項
第
九
号
中
「
、
特
定
債
権
買
取
り
又
は
特
定
信
託
引
受
け
」
を
「
又
は
特
定
債
権
買
取
り
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項

第
七
号
と
し
、
同
項
中
第
十
号
を
第
八
号
と
し
、
第
十
一
号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
を
二
号
ず
つ
繰
り
上
げ
、
同
条
第
二

項
中
「
前
項
第
十
三
号
」
を
「
前
項
第
十
一
号
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
、
特
定
信
託
引
受
対
象
事
業
者
、
特
定

事
業
再
生
支
援
会
社
」
及
び「（
特
定
事
業
再
生
支
援
会
社
で
あ
る
も
の
を
除
く
。）」
を
削
る
。

第
二
十
三
条
第
二
項
中
「
又
は
特
定
信
託
引
受
け
の
業
務
」
を
削
り
、
同
条
第
三
項
中「（
第
三
十
二
条
の
十
第
一
項

に
お
い
て
単
に
「
貸
金
業
者
」
と
い
う
。）」
を
削
り
、「
、
特
定
債
権
買
取
り
又
は
特
定
信
託
引
受
け
」
を
「
又
は
特
定

債
権
買
取
り
」
に
改
め
る
。

中
小
企
業
の
事
業
承
継
の
促
進
の
た
め
の
中
小
企
業
に
お
け
る
経
営
の
承
継
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
二
年
六
月
十
九
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

法
律
第
五
十
八
号

中
小
企
業
の
事
業
承
継
の
促
進
の
た
め
の
中
小
企
業
に
お
け
る
経
営
の
承
継
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
等
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律

（
中
小
企
業
に
お
け
る
経
営
の
承
継
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
一
条

中
小
企
業
に
お
け
る
経
営
の
承
継
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
年
法
律
第
三
十
三
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
二
条
第
一
項
第
一
号
中
「
イ
又
は
ロ
の
」
を
削
り
、
同
号
ロ
中
「
当
該
中
小
企
業
者
」
の
下
に「（
純
資
産
の

額
が
一
定
の
額
以
上
で
あ
る
こ
と
そ
の
他
の
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
要
件
を
備
え
て
い
る
も
の
を
除
く
。）」
を
加

え
、「
次
号
ロ
」
を
「
ハ
、
次
号
ロ
」
に
改
め
、
同
号
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

ハ

当
該
中
小
企
業
者
（
純
資
産
の
額
が
一
定
の
額
以
上
で
あ
る
こ
と
そ
の
他
の
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
要

件
を
備
え
て
い
る
も
の
に
限
る
。
ニ
に
お
い
て
同
じ
。）が
、
他
の
中
小
企
業
者
の
役
員
又
は
親
族
の
中
か
ら

当
該
他
の
中
小
企
業
者
の
経
営
を
承
継
し
よ
う
と
す
る
者
を
確
保
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
こ
と
そ
の
他
経

第
三
十
二
条
の
十
二
第
一
項
中
「
第
三
十
八
条
第
一
項
第
九
号
」
を
「
第
三
十
八
条
第
一
項
第
五
号
」
に
改
め
、
同

条
第
四
項
中
「
第
三
十
三
条
第
二
項
第
三
号
」
を
「
第
三
十
三
条
第
二
項
第
二
号
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
中
「
平
成

三
十
三
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
条
を
第
三
十
二
条
の
十
と
す
る
。

第
三
十
二
条
の
十
三
第
三
項
中
「
平
成
三
十
三
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同

条
を
第
三
十
二
条
の
十
一
と
す
る
。

第
三
十
三
条
第
二
項
第
一
号
中
「
平
成
三
十
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
三
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、

同
項
第
二
号
を
削
り
、
同
項
第
三
号
中
「
平
成
三
十
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
三
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改

め
、
同
号
を
同
項
第
二
号
と
し
、
同
条
第
三
項
中
「
平
成
三
十
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
三
年
三
月
三
十
一

日
」
に
改
め
、「
又
は
特
定
信
託
引
受
決
定
の
日
か
ら
五
年
以
内
（
第
三
十
二
条
の
九
第
六
項
た
だ
し
書
の
認
可
を
受
け

て
特
定
信
託
引
受
決
定
を
行
っ
た
場
合
は
、
平
成
三
十
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
）」を
削
り
、
同
条
第
四
項
中
「
平
成

三
十
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
三
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

第
三
十
八
条
第
一
項
中
第
五
号
か
ら
第
八
号
ま
で
を
削
り
、
第
九
号
を
第
五
号
と
し
、
第
十
号
を
第
六
号
と
す
る
。

第
五
十
八
条
第
一
項
た
だ
し
書
中
「
、
第
三
十
二
条
の
九
第
五
項
及
び
第
六
項
」
を
削
り
、「
、
特
定
支
援
対
象
事
業

者
及
び
特
定
信
託
引
受
対
象
事
業
者
」
を
「
及
び
特
定
支
援
対
象
事
業
者
」
に
改
め
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
政
令
へ
の
委
任
）

２

こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
必
要
な
経
過
措
置
は
、
政
令
で
定
め
る
。

（
検
討
）

３

政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
五
年
を
目
途
と
し
て
、
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
株
式
会
社
地
域
経
済
活
性
化

支
援
機
構
法
の
施
行
の
状
況
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

総
務
大
臣

高
市

早
苗

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

厚
生
労
働
大
臣

加
藤

勝
信

経
済
産
業
大
臣

梶
山

弘
志
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